
貸   借   対   照   表
（2022年 3月 31日現在）

（単位 ： 円）

〔  負債の部  〕

流  動  資  産 38,139,507,212   流  動  負  債 18,744,891,912

現 金 及 び 預 金 123,258,057 買 掛 金 10,498,905,142

受 取 手 形 9,575,039 短 期 リ ー ス 債 務 0

売 掛 金 4,003,661,385 未 払 金 317,706,582

新 車 3,154,994,501 未 払 消 費 税 665,184,950

中 古 車 2,209,768,390 未 払 法 人 税 等 802,288,200

部 品 169,074,323 未 払 費 用 2,433,034,348

貯 蔵 品 256,698,031 前 受 金 2,402,065,206

短 期 貸 付 金 26,455,549,284 預 り 金 595,084,484

未 収 入 金 1,591,802,296 賞 与 引 当 金 1,030,623,000

未 収 法 人 税 等 0

前 払 費 用 172,405,980   固  定  負  債 4,647,896,054

繰 延 税 金 資 産 0 長 期 リ ー ス 債 務 0

そ の 他 流 動 資 産 0 預 り 保 証 金 0

仮 払 金 0 長 期 未 払 金 1,100,000

貸 倒 引 当 金 △ 7,280,074 退 職 給 付 引 当 金 4,646,796,054

固  定  資  産 6,114,587,651

有 形 固 定 資 産 3,648,359,110

建 物 883,642,101

構 築 物 643,254,911

機 械 装 置 2,708,794,078 負 債 合 計 23,392,787,966

車 両 運 搬 具 3,372,430,169 〔  純 資 産  の  部  〕

工 具 器 具 備 品 1,328,329,253 株主資本 20,861,306,897

リ ー ス 資 産 0   資   本   金 95,000,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,288,091,402 　資本剰余金 2,768,009,144

建 設 仮 勘 定 0 資本準備金 5,000,000

無 形 固 定 資 産 33,851,364 その他資本剰余金 185,000,000

電 話 加 入 権 21,133,312 減資差益 2,578,009,144

ソ フ ト ウ ェ ア 171,307   利益剰余金 17,998,297,753

そ の 他 12,546,745 利 益 準 備 金 65,000,000

投資その他の資産 2,432,377,177 その他利益剰余金 17,933,297,753

投 資 有 価 証 券 3,171,100 　　繰越利益剰余金 17,933,297,753

関 係 会 社 株 式 0 純 資 産 合 計 20,861,306,897

長 期 貸 付 金 35,600,000

長 期 前 払 費 用 3,663,000

敷 金 33,323,336

保 証 金 171,036,205

そ の 他 投 資 1,080,000

破 産 更 生 債 権 42,090,133

そ の 他 4,479,049

貸 倒 引 当 金 △ 45,489,035

繰 延 税 金 資 産 2,183,423,389

資 産 合 計 44,254,094,863 負債 ・ 純資産合計 44,254,094,863

〔  資産の部  〕



個　別　注  記  表

①　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法　

関係会社株式                    ： 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のないもの ： 総平均法による原価法

　　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

新車・中古車及び貯蔵品 ： 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に伴う簿価切下げの

方法により算定しております。）

部品 ： 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に伴う簿価

切下げの方法により算定しております。）

　　（３）固定資産の減価償却方法

有形固定資産 ： 主として定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属

（リース資産を除く） 設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については

定額法を採用しております。

無形固定資産 ： 定額法

尚､自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

リース資産 ： 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

　　（４）引当金の計上基準

貸倒引当金 ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上し

ております。

賞与引当金 ： 従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込み額のうち当期の負担額を

計上しております。



退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上しております。

会計基準変更時差異については１５年による均等額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により翌期から、費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 ： 役員の退職慰労金の支給に備えるため、長期未払金に期末要支給の一部を計上してお

ります。なお、役員退職慰労金規定は2011年4月に廃止しております。

　　（５）消費税等の会計処理 ： 税抜方式によっております。

②　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 ： 2,000株

③　当期純利益金額 ： 2,068,825,190円


